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（参考）大分県障がい福祉計画等の策定における協議会等の意見の聴取

（協議会の設置）

第89条の３ 地方公共団体
は、単独で又は共同して、

障害者等への支援の体制

の整備を図るため、関係機

関、関係団体並びに障害

者等及びその家族並びに

障害者等の福祉、医療、

教育又は雇用に関連する

職務に従事する者その他

の関係者（次項において

「関係機関等」という。）に

より構成される協議会を
置くように努めなけれ

ばならない。

（都道府県等における合議

制の機関）

第36条 都道府県（地方自

治法（昭和22年法律第67
号）第252条の19第1項の
指定都市（以下「指定都

市」という。）を含む。以下

同じ。）に、次に掲げる事

務を処理するため、審議会
その他の合議制の機関

を置く。

（所掌事務）

第２条 県協議会の所掌事務は、次に掲げるとおり

とする。

一 市町村における相談支援体制の状況の把握、

評価及び整備方針に関する助言を行うこと。

二 法第５条第１７項の相談支援事業者に対する

研修の在り方に関する協議を行うこと。

三 専門的分野における障がい者等に対する支

援方策に関し、情報及び知識を共有するととも

に、普及啓発を行うこと。

四 市町村相談支援機能強化事業及び県の相

談支援体制整備事業等による市町村の相談支

援体制への支援に関する協議を行うこと。

五 大分県障がい福祉計画を定め、又は変更
するにあたって意見を述べること。
六 第一号から前号までに掲げるもののほか、

障がい者等への相談支援に関し必要な事項

（都道府県障害福祉計画）

第89条
７ 都道府県は、協議会を

設置したときは、都道府

県障害福祉計画を定め、

又は変更しようとする場

合において、あらかじめ、

協議会の意見を聴くよ
う努めなければならな

い。

（所掌事務）

第３条 協議会は、法第36条第１項各号に掲げる
事務のほか、次に掲げる事務を行う（略）。

【障害者基本法第36条第１項で規定する事務】
一 都道府県障害者計画に関し、第11条第5項に
規定する事項を処理すること。

二 当該都道府県における障害者に関する施策

の総合的かつ計画的な推進について必要な

事項を調査審議し、及びその施策の実施状況

を監視すること。

三 当該都道府県における障害者に関する施策

の推進について必要な関係行政機関相互の

連絡調整を要する事項を調査審議すること。

大分県障害者施策推進協議会条例

障害者総合支援法
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（障害児福祉計画）

第33条の22
⑥ 都道府県は、障害者

の日常生活及び社会生

活を総合的に支援する

ための法律第89条の3
第1項に規定する協議会
を設置したときは、都道

府県障害児福祉計画を

定め、又は変更しようと

する場合において、あら

かじめ、当該協議会の
意見を聴くよう努めな

ければならない。

児童福祉法

障がい児福祉計画

（都道府県障害福祉計画）

第89条
８ 都道府県は、都道府県

障害福祉計画を定め、又

は変更しようとするときは、

あらかじめ、障害者基本
法第36条第1項の合議

制の機関の意見を聴か

なければならない。

障害者総合支援法

（障害児福祉計画）

第33条の22
⑦ 都道府県は、都道府

県障害児福祉計画を定

め、又は変更しようとす

るときは、あらかじめ、

障害者基本法第36条第
1項の合議制の機関の

意見を聴かなければな

らない。

児童福祉法

設置根拠 【障害者基本法】

障がい福祉計画

附属機関
（地方自治法
第138条の4
第３項）

附属機関
に準ずる
機関

設置根拠 【障害者総合支援法】 大分県自立支援協議会設置要綱
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（参考）大分県障がい福祉計画等の位置づけと策定スケジュール

【障がい関連計画の策定スケジュール】

【障がい福祉計画（第７期）・障がい児福祉計画（第３期）のおおよその策定スケジュール】
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　本県において推進すべき障がい者
施策の基本的方向や実施方策など
を明らかにし、県、市町村、関係者が
一体となって障がい者施策を総合的に
進めていくための基本方針等を示す
もの。

 ・大分県

  障がい者基本計画

　障害者基本法第11条に基づき都道
府県が定める総合的な施策方針。
　５年ごとに内閣府が出す障害者基本
計画を参考とし、都道府県の実情に
応じた内容で策定。

 ・大分県

  障がい福祉計画

　障害者総合支援法第89条に基づく、
障がい福祉サービスの提供体制確保
を目的とした実施計画。
　３年ごとに厚生労働省が示す指針に
基づき目標値を設定。

 ・大分県

  障がい児福祉計画

　児童福祉法第33条の22に基づく、
障がい児への福祉サービスの提供
体制確保を目的とした実施計画。
　３年ごとに厚生労働省が示す指針に
基づき目標値を設定。

計画名

 

 大分県障がい者計画

（第５期） ： ５年間 （第６期）： ６年間

５年間 （第２期）： ６年間
以下の３計画を統合した計画

として策定

（案）計画期間は３年を 基本にしつつ、柔軟に設定

（第５期）

指針に基づき

目標設定
厚労省

指針

（第６期） （第７期） （第８期）

厚労省

指針

厚労省
指針

厚労省

指針

厚労省

指針

（第１期）

指針に基づき

目標設定

（第２期）

厚労省

指針
厚労省

指針
厚労省
指針

厚労省

指針

（第３期） （第４期）

厚労省

指針

施策推進
協議会②

   援
協議会②
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（参考）大分県障がい福祉計画(第6期)･大分県障がい児福祉計画(第2期) ①

１ 趣旨 ：障害福祉サービスの提供体制の確保等を図るための実施計画
２ 根拠：障害者総合支援法第89条、児童福祉法第33条の22
３ 期間 ：令和３年度～令和５年度（３年間）

１ 障がい者が安心して暮らせる地域生活の推進
（１）障がいや障がい者に対する理解の促進及び権利擁護の推進 （４）地域共生社会の実現
（２）障害福祉サービス提供基盤の整備 （５）アルコール等の依存症対策の推進
（３）障がい者の地生活移行等への支援 （６）障がい者スポーツ・芸術文化活動の振興と社会参加の促進

【成果目標】
①福祉施設からの地域生活移行（地域生活移行者数、施設入所者数）
【目標】R5年度末 地域生活移行者数115人、施設入所者数1,871人

②精神科病院からの地域生活移行 （入院後３，６ヶ月、１年時点の退院率）
【目標】R5年度 3ヶ月69% ６ヶ月86％ １年92%

③精神科病院における１年以上の長期入院患者数
【目標】R5年度（65歳以上）1,852人 （65歳未満）710人 ほか

２ 障がい者の就労支援
（１）障がい者雇用率日本一に向けた支援の充実
（２）障がい者の工賃向上のための支援の充実

【成果目標】
①障がい者雇用率の全国順位 【目標】令和5年度 １位
②福祉施設から一般就労への移行者数 【目標】令和5年度 202人ほか

第1章 計画の趣旨等

第2章 障がい福祉施策の現状及び課題

第3章 障がい者が地域で心豊かに暮らし働ける社会づくりの推進
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第４章 障がいのある子どもと家庭への支援【第２期障がい児福祉計画】

第５章 地域生活支援事業及び障害福祉サービス量の見込み

１ 障がいのある子どもへの支援 ～成長段階に応じた切れ目のない支援体制の構築～
（１）障がいのある子どもの個々の状況に応じた発達支援
・乳幼児期、就学期、地域における支援体制の整備

（２）よりきめ細かな対応が必要な子どもへの支援
・発達障がい児 ・重症心身障がい児 ・医療的ケア児 ・聴覚障がい児 ・強度行動障がいのある子ども
・虐待を受けた障がい児

２ 障がいのある子どもの家庭への支援
・家族の負担軽減と子どもの多様な体験と余暇活動の充実
・家族の気持ちに寄り添った支援
・相談支援従事者の支援技術の向上

【成果目標】
①児童に関する事業所等に所属する発達障がい者支援専門員の養成数 【目標】 R5年度まで 197人
②ペアレントプログラムの受講者数 【目標】 R5年度まで 607人
③医療的ケア児等に関する協議の場の設置及びｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置 【目標】 R5年度まで 18市町村

第６章 計画の推進に向けて

関係行政機関、学識経験者、障がい者団体等で構成される「大分県障害者施策推進協議会」等に報告し、その意見を踏まえ、
計画の効果的推進を図る。

（参考）大分県障がい福祉計画(第6期)･大分県障がい児福祉計画(第2期) ②
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